
三重県における補助金等の基本的な在り方に関する条例（平成１５年三重県条例第３１号）第６条の規定により、
平成２５年定例会に係る交付決定実績調書及び交付決定実績調書（変更分）を公表します。

第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

1
(1-70）

セーフティネット
支援対策等事業
費補助金（福祉
サービス利用援
助等事業補助
金・地域福祉権
利擁護事業補助
金）

社会福祉法人三重
県社会福祉協議会
津市桜橋2-131

127,535 判断能力に不安の
ある認知症高齢
者、知的障がい者
等が地域で適正に
福祉サービスが受
けられる体制整備
を推進するため、
地域福祉権利擁護
センターを運営す
る三重県社会福祉
協議会に対して補
助する。

（目的・理由）
判断能力に不安のある認知

症高齢者、知的障がい者等が
適正な福祉サービスが受けら
れるよう体制整備を推進する。

（根拠）
健康福祉部関係補助金等交

付要綱

（政策）
共生の福祉社会～地

域の中で誰もが共に支
え合う社会～
（施策）
支え合いの福祉社会

づくり
（目標）
地域福祉活動と権利

擁護の推進

社会福祉法に基づき
県内で同じ支援が受
けられるためには、
実施主体である三重
県社会福祉協議会へ
の補助金の交付以外
の方法はない。

地域福祉
国保課

2
(1-67）

国民健康保険調
整交付金

津市
津市西丸之内23-1

775,869 市町間において産
業構造、住民の所
得、家族構成等に
より被保険者の保
険料(税)負担能力
等には格差が存在
しているため、定率
国庫負担のみでは
解消できない市町
間の財政調整を実
施する。

（理由・根拠）
市町国保の財政運営の安定

化を図る。

（根拠）
国民健康保険法

（政策）
命を守る～健康な暮

らしと安心できる医療体
制～
（施策）
医師確保と医療体制

の整備
（目標）
適正な医療保険制度

の確保

市町間における産業
構造、住民の所得、
被保険者の保険料
(税)負担能力等の格
差を是正するために
国民健康保険法で定
められた交付方法で
あり、補助金等の交
付以外の方法はな
い。

同上

3
(1-67）

同上 四日市市
四日市市諏訪町1-
5

836,465 同上 同上 同上 同上 同上

4
(1-67）

同上 伊勢市
伊勢市岩渕1-7-29

398,117 同上 同上 同上 同上 同上

5
(1-67）

同上 松阪市
松阪市殿町1340-1

525,233 同上 同上 同上 同上 同上

（部局名：健康福祉部） （単位：千円）

2013年2月27日
連絡先
総務部
財政課

電話 059-224-2119

健康福祉部 1



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

（部局名：健康福祉部） （単位：千円）

6
(1-67）

同上 桑名市
桑名市中央町2-37

350,938 同上 同上 同上 同上 同上

7
(1-67）

同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸1-18-
18

512,203 同上 同上 同上 同上 同上

8
(1-67）

国民健康保険調
整交付金

名張市
名張市鴻之台1-1

223,131 市町間において産
業構造、住民の所
得、家族構成等に
より被保険者の保
険料(税)負担能力
等には格差が存在
しているため、定率
国庫負担のみでは
解消できない市町
間の財政調整を実
施する。

（理由・根拠）
市町国保の財政運営の安定

化を図る。

（根拠）
国民健康保険法

（政策）
命を守る～健康な暮

らしと安心できる医療体
制～
（施策）
医師確保と医療体制

の整備
（目標）
適正な医療保険制度

の確保

市町間における産業
構造、住民の所得、
被保険者の保険料
(税)負担能力等の格
差を是正するために
国民健康保険法で定
められた交付方法で
あり、補助金等の交
付以外の方法はな
い。

地域福祉
国保課

9
(1-67）

同上 尾鷲市
尾鷲市中央町10-
43

73,416 同上 同上 同上 同上 同上

10
(1-67）

同上 亀山市
亀山市本丸町577

121,131 同上 同上 同上 同上 同上

11
(1-67）

同上 鳥羽市
鳥羽市鳥羽3-1-1

110,445 同上 同上 同上 同上 同上

12
(1-67）

同上 熊野市
熊野市井戸町796

85,388 同上 同上 同上 同上 同上

13
(1-67）

同上 菰野町
三重郡菰野町大字
潤田1250

103,880 同上 同上 同上 同上 同上

14
(1-67）

同上 明和町
多気郡明和町大字
馬之上945

71,251 同上 同上 同上 同上 同上

15
(1-67）

同上 いなべ市
いなべ市員弁町笠
田新田111

99,996 同上 同上 同上 同上 同上

16
(1-67）

同上 志摩市
志摩市阿児町鵜方
3098-22

226,675 同上 同上 同上 同上 同上

健康福祉部 2



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

（部局名：健康福祉部） （単位：千円）

17
(1-67）

同上 伊賀市
伊賀市上野丸之内
116

248,127 同上 同上 同上 同上 同上

18
(1-67）

国民健康保険調
整交付金

紀北町
北牟婁郡紀北町海
山区相賀495-8

76,368 市町間において産
業構造、住民の所
得、家族構成等に
より被保険者の保
険料(税)負担能力
等には格差が存在
しているため、定率
国庫負担のみでは
解消できない市町
間の財政調整を実
施する。

（理由・根拠）
市町国保の財政運営の安定

化を図る。

（根拠）
国民健康保険法

（政策）
命を守る～健康な暮

らしと安心できる医療体
制～
（施策）
医師確保と医療体制

の整備
（目標）
適正な医療保険制度

の確保

市町間における産業
構造、住民の所得、
被保険者の保険料
(税)負担能力等の格
差を是正するために
国民健康保険法で定
められた交付方法で
あり、補助金等の交
付以外の方法はな
い。

地域福祉
国保課

19
(1-83）

介護基盤緊急整
備等特別対策事
業補助金

鳥羽市
鳥羽市鳥羽3-1-1

100,000 地域密着型介護施
設等の緊急整備、
既存施設のスプリ
ンクラー整備及び
認知症高齢者グ
ループホームの防
災改修等にかかる
経費を助成する。

（目的・理由）
将来の介護ニーズを踏まえた

介護基盤を整備するとともに、
既存施設へのスプリンクラー設
置、認知症高齢者グループ
ホームの防災改修等により入
居者の安全を確保する。

（根拠）
健康福祉部関係補助金等交

付要綱

（政策）
共生の福祉社会～地

域の中で誰もが共に支
え合う社会～
（施策）
介護基盤整備などの

高齢者福祉の充実
（目標）
介護基盤の整備促進

施設整備に係る軽費
が多額のため、補助
金の交付がなければ
整備ができない。

長寿介護
課

20
(1-130)

同上 社会福祉法人青山
里会
四日市市山田町
5500-1

90,134 同上 同上 同上 同上 同上

健康福祉部 3



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

（部局名：健康福祉部） （単位：千円）

21
(1-130)

障害者施設整備
事業費補助金

社会福祉法人あい
プロジェクト
四日市市大字東阿
倉川254-3

86,382 障がい児者施設等
の施設及び設備の
整備に要する経費
を補助する。

（目的・理由）
社会福祉法人等が設置する

障がい児者施設等の施設及び
設備の整備に要する経費を助
成することにより、障がい福祉
サービス基盤の充実等を図る。

（根拠）
健康福祉部関係補助金等交

付要綱

（政策）
共生の福祉社会～地

域の中で誰もが共に支
え合う社会～
（施策）
障がい者の自立と共

生
（目標）
障がい者福祉サービ

スの基盤整備の推進

障がい福祉サービス
事業への参入者の多
くは財務基盤が脆弱
で、民間だけでは投
資が不可能であるこ
とから、補助金の交
付がなければ障がい
者福祉サービスの基
盤整備が進まない。

障がい福
祉課

22
(1-136)

放課後児童対策
事業費補助金

津市
津市西丸之内23-1

129,619 放課後児童クラブ
の運営に係る経費
に関して、市町に
対して補助を行う。

（目的・理由）
放課後等の子どもの安全で健

やかな活動場所の確保を図る
ために、放課後児童クラブの運
営を補助し、児童の健全育成を
図る。

（根拠）
健康福祉部関係補助金等交

付要綱

（政策）
子どもの育ちと子育て

～子どもが豊に育つこ
とができる社会～
（施策）
子育て支援策の推進

（目標）
保育・放課後児童対

策等の充実

放課後児童クラブ
の安定的な運営のた
めに、最も重要な事
項は財政基盤の安定
である。そのための
方法としては、補助
金交付が最も効果的
である。

子どもの
育ち推進
課

23
(1-136)

同上 四日市市
四日市市諏訪町1-
5

109,370 同上 同上 同上 同上 同上

24
(1-136)

同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸1-18-
18

83,621 同上 同上 同上 同上 同上

25
(1-139)

延長保育促進事
業費補助金

津市
津市西丸之内23-1

85,920 市町以外の設置す
る保育所で、11時
間を超えてさらに
30分以上の延長保
育を実施するため
に要する費用を補
助する。

(目的）
保護者の就労形態の多様化

等による延長保育の需要に対
応する。

(根拠）
健康福祉部関係補助金等交

付要綱

（政策）
子どもの育ちと子育て

～子どもが豊かに育つ
ことができる社会～
（施策）
子育て支援策の推進

（目標）
保育・放課後児童対

策等の充実

国の保育対策等促進
事業費補助金交付要
綱（平成20年6月9日
厚生労働省発雇児第
0609001号厚生労働
事務次官通知）に基
づく補助金である。

子育て支
援課

健康福祉部 4



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

（部局名：健康福祉部） （単位：千円）

26
(1-139)

同上 四日市市
四日市市諏訪町1-
5

81,646 同上 同上 同上 同上 同上

27
(1-139)

同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸1-18-
18

106,673 同上 同上 同上 同上 同上

28
(1-140)

安心こども基金
保育基盤整備
事業費補助金

亀山市
亀山市本丸町577

120,803 保育所の計画的な
整備等に対して補
助を行う。

（目的）
子どもを安心して育てることが

できる体制を整備する。

(根拠）
健康福祉部関係補助金等交

付要綱

同上 国から交付された交
付金により造成され
た基金により補助す
るものであり、施設整
備に係る経費が多額
のため、補助金の交
付がなければ整備は
進まない。

同上

29
(1-140)

同上 伊賀市
伊賀市上野丸之内
116

109,765 同上 同上 同上 同上 同上

30
(1-141)

児童養護施設等
整備費負担（補
助）金

社会福祉法人里山
学院
津市河芸町影重
1162

102,960 児童養護施設等の
施設及び設備の整
備に要する経費を
補助する。

（目的・理由）
社会福祉法人等が設置する

児童養護施設等の施設整備に
要する経費を助成することによ
り、施設入所児童等の社会的
自立の促進等を図る。

（根拠）
健康福祉部関係補助金等交

付要綱

（政策）
子どもの育ちと子育て

～子どもが豊かに育つ
ことができる社会～
（施策）
児童虐待の防止と社

会的養護の推進
（目標）
社会的養護が必要な

児童への支援

施設整備に係る経費
が多額のため、補助
金の交付がなければ
整備が進まない。

子育て支
援課

健康福祉部 5



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：環境生活部 (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

１
(1-15)

私立高等学校等
振興補助金

社団法人三重県私
学振興会
津市上浜町1丁目
293-4

164,654 私立学校教職員へ
の安定した退職金
の支給に係る支援
を行う。

（目的）
私立学校教職員の退職金事業
への助成を行うことにより、その
処遇の安定化を図る。
（根拠）
環境生活部関係補助金等交付
要綱

（政策）
教育の充実
（施策）
学力の向上
（目標）
私学教育の振興

私立学校教職員の処
遇の充実を図るうえ
では、退職基金の安
定化のための補助金
の交付が適当であ
る。

私学課

2
(1-5)

隣保館運営費等
補助金

津市
津市西丸之内２３
－１

84,470 市町が設置してい
る隣保館等におい
て実施している相
談事業、啓発及び
広報活動、地域交
流事業等に対して
補助を行う。

（目的・理由）
隣保館が、福祉の向上や人権
啓発の住民交流の拠点となる
開かれたコミュニティーセンター
として、人権課題解決のための
各種事業を行うため交付する。
（根拠）
地方改善事業費（隣保館運営
費等）補助金交付要綱
環境生活部関係補助金等交付
要綱

（政策）
人権の尊重と多様性を
認め合う社会
（施策）
人権が尊重される社会
づくり
（目標）
人権が尊重されるまち
づくりの推進

市町の人権啓発等の
拠点である隣保館の
事業を円滑に進める
ための支援としては、
経常経費にかかる補
助金の交付が適当で
ある。

人権課

3
(1-2)

公共関与型産業
廃棄物処理施設
整備事業補助金

財団法人三重県環
境保全事業団
津市河芸町上野
3258番地

398,667 廃棄物処理セン
ター事業として整
備する新小山最終
処分場の施設整備
費について、国の
産業廃棄物処理施
設モデル的整備事
業補助金の活用を
図るとともに、県も
支援を行う。

（目的・理由）
県内企業の健全な産業活動の
維持を図るための産業廃棄物
の受け皿としてのみならず、災
害時の廃棄物の受け皿として
の機能を持たせた管理型最終
処分場の整備を促進する。
（根拠）
環境生活部関係補助金等交付
要綱
公共関与型産業廃棄物処理施
設整備事業補助金交付要領

（政策）
環境を守る持続可能な
社会
（施策）
廃棄物総合対策の推
進
（目標）
産業廃棄物の適正処
理・再生利用の推進

施設整備を円滑に進
めるため、補助金を
交付する以上に有効
な方法はない。

廃棄物・リ
サイクル
課

－環境生活部 1－



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：地域連携部） (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

1
(1-17)

市町村合併支援
交付金

津市
津市西丸之内２３
－１

105,500 合併市町の合併後
の一体的なまちづ
くりのための事業
の一部を支援す
る。

（目的・理由）
市町村合併に伴い発生する一
時的な財政需要について合併
市町の負担を軽減するととも
に、合併後の一体的なまちづく
り等を支援する。

（根拠）
地域連携部関係補助金等交付
要綱

（政策）
施策の推進を支えるた
めに

（施策）
市町との連携の強化

（目標）
市町行財政運営の支
援

合併市町において、
本交付金以外の方法
では合併に伴う一時
的な財政需要に対応
することが困難なこと
から本交付金制度は
必要である。

市町行財
政課

平成24年
９月25日
決定

2
(1-17)

同上 伊賀市
伊賀市上野丸之内
１１６

140,000 同上 同上 同上 同上 同上 平成24年
12月４日
決定

地域連携部 1



第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：地域連携部） (単位：千円)

変更前 変更後

1
(2-2)

「美し国おこし・
三重」実行委員
会負担金

「美し国おこし・三
重」実行委員会
津市広明町13

平成21年から平成
26年の6年間にわ
たって実施する「美
し国おこし・三重」
の推進組織である
「美し国おこし・三
重」実行委員会に
対し県負担金を交
付する。

132,454 130,410 パートナーグループやさまざま
な団体等の交流・連携を図る
拡大座談会の経費やテーマプ
ロジェクトにかかる経費等、額
の精査に伴う負担金の減額

「美し国お
こし・三
重」推進
プロジェク
トチーム

平成24年
12月19日
決定

備考番号 変更の内容及び理由 課（室）名補助金等の名称
補助事業者の氏名

及び住所
事業内容

交付決定額

地域連携部 2



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：農林水産部） (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名及び
住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

1
(1-16）

米・麦・大豆等生
産振興対策事業
費補助金

津安芸農業協同組合
三重県津市一色町
211

118,091 水稲苗生産のための共
同育苗施設整備に対し
支援する。

(目的)
共同利用施設整備を行い、均一
した水稲苗の生産、供給を行うこ
とで、品質の向上及び生産性向
上を図る。
(理由）
地域担い手を育成し、農作業受
託を進め、農地の保全、低コスト
化、生産性の向上を図ることが
必要である。
(根拠)
農林水産部関係補助金等交付
要綱

(政策)
農林水産業
～食や暮らしと地域経
済を支える農林水産業
～
(施策)
農業の振興
(目標）
水田農業の推進

地域水田農業におい
て広く利益を享受し、
安全で安心な農産物
を安定的に供給するこ
とに寄与し、公益性を
有する当事業を行うに
あたっては補助金を交
付する以外に有効な
方法はない。

農畜産課

2
(1-27 )

地域コミュニティ
向上型農地・水・
環境保全向上対
策事業費補助金

三重県農地・水・環境
保全向上対策協議会
津市広明町330番地

83,000 地域資源の保全に向け
て取り組む活動に対し、
地域協議会が支援する
経費

（目的・理由）
農業者だけでなく、地域住民、自
治会、農業者団体等の多様な主
体が参加し、農地・農村環境の
向上を図る。
（根拠）
農林水産部関係補助金等交付
要綱

(政策）
地域との連携
～誰もが魅力を感じ、
活力のある地域～
（施策）
農山漁村の振興
（目標）
農業の多面的機能の
維持増進

農地・農業用水等は
多面的機能を有し、社
会共通資本と位置づ
けられていることか
ら、国が制定した農
地・水保全管理支払
交付金実施要綱及び
交付要綱に基づく補
助金を交付する以外
に有効な方法はない。

農業基盤
整備課

3
(1-42)

中山間地域等直
接支払事業交付
金

伊賀市
伊賀市上野丸之内
116

72,227 中山間地域等における
耕作放棄の未然防止を
図るため、条件不利農
地の耕作者に対して、
生産条件格差相当額を
交付する。

(目的・理由）
中山間地域等において農業生産
の維持を図りつつ公益的機能を
確保するために耕作放棄の主要
因である生産条件の格差を補正
する。
（根拠）
農林水産部関係補助金等交付
要綱

同上 中山間地域等での耕
作放棄地の増加の主
要因となっている平坦
地域との条件格差を
補うためには、補助金
を交付する以外に有
効な方法はない。

同上

農林水産部 1



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：農林水産部） (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名及び
住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

4
(1-44)

鳥獣被害防止総
合対策事業費補
助金

紀北町鳥獣害防止総
合対策協議会
北牟婁郡紀北町海山
区相賀495番地8

75,084 侵入防止柵の設置
研修会の開催

（目的・理由）
国が制定した鳥獣被害防止総合
対策交付金実施要綱及び交付
要綱に基づき、県は国から交付
金を受け、県の補助金交付規則
等に基づき補助している。
（根拠）
農林水産部関係補助金等交付
要綱

（政策）
地域との連携
～誰もが魅力を感じ、
活力のある地域～
（施策）
農山漁村の振興
（目標）
獣害につよい農山漁村
づくり

本事業は鳥獣被害防
止特措法により市町
が作成した被害防止
計画に基づく取り組み
を支援するものである
が、獣害に必要な対
策は多岐にわたり、ま
た侵入防止柵の設置
など多額の経費を要
することから、補助金
によらなければ実施
は困難である。

獣害対策
課

5
(1-8)

森林整備加速
化・林業再生基
金事業費補助金

ウッドピア木質バイオ
マス利用協同組合
松阪市木の郷町16

130,000 破砕機(破砕チッパ）1台
母材投入機械１台
製品集積機械1台
製造施設(建屋660m2）1
棟
製品保管施設(建屋
990m2）1棟
舗装一式

（目的・理由）
木質バイオマスの利用を促進
し、県産材の有効活用を図ること
で｢緑の循環｣を維持します。
（根拠）
農林水産部関係補助金等交付
要綱
森林・林業経営課関係補助金交
付要領

(政策)
農林水産業
～食や暮らしと地域経
済を支える農林水産業
～
(施策)
林業の振興と森林づく
り
(目標）
県産材の利用の促進

国の基金事業を活用
し、補助金を交付する
以外に有効な方法は
ない。

森林・林
業経営課

農林水産部 2



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：農林水産部） (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名及び
住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

6
(1-8)

森林整備加速
化・林業再生基
金事業費補助金

松阪飯南森林組合
松阪市飯南町粥見
5725-3

109,645 間伐 A=187ha
作業路 L=14,500m
森林境界明確化
高性能林業機械

フォワーダー１台
木材加工施設

レーザー加工機

（目的・理由）
間伐を行うことにより公益的機能
の維持増進を図るとともに、木材
搬出をすすめ、川上及び川下を
通じ、競争力のある木材産地の
形成と地域材の安定的な供給を
目的とした木材加工流通施設等
の整備による木材産業の構造改
革の推進を図ることを目的とす
る。県産材の有効活用を図るこ
とで｢緑の循環｣を維持する。
（根拠）
森林整備加速化・林業再生事業
費補助金交付要綱
森林整備加速化・林業再生基金
事業実施要領
農林水産部関係補助金等交付
要綱
森林・林業経営課補助金交付要
領

(政策)
農林水産業
～食や暮らしと地域経
済を支える農林水産業
～
(施策)
林業の振興と森林づく
り
(目標）
県産材の利用の促進

国の基金事業を活用
し、補助金を交付する
以外に有効な方法は
ない。

森林・林
業経営課

7
(1-8)

同上 中勢森林組合
津市白山町南家城
915-1

81,952 間伐 A=104ha
作業路 L=13,800m
森林境界明確化

（目的・理由）
間伐を行うことにより公益的機能
の維持増進を図るとともに、木材
搬出をすすめ、県産材の有効活
用を図ることで｢緑の循環｣を維
持する。
（根拠）
森林整備加速化・林業再生事業
費補助金交付要綱・森林整備加
速化・林業再生基金事業実施要
領
農林水産部関係補助金等交付
要綱
森林・林業経営課補助金交付要
領

同上 同上 同上

農林水産部 3



第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：農林水産部） (単位：千円)

変更前 変更後

1
(2-2)

団体営農業集落排水整備
促進事業費補助金

四日市市
四日市市諏訪町1－5

農業集落において、し尿、生活雑排水
を処理する施設の整備に要する経費を
補助する。（平成２５年度整備地区：四
日市市水沢東部地区、和無田地区）

99,000 123,382 事業量の増による 農業基盤
整備課

2
(2-3)

同上 亀山市
亀山市本丸町577

農業集落において、し尿、生活雑排水
を処理する施設の整備に要する経費を
補助する。（平成２５年度整備地区：亀
山市昼生地区）

125,000 145,000 事業量の増による 同上

3
(2-5)

鳥獣被害防止総合対策事
業費補助金

松阪市中山間獣害対策協議会
三重県松阪市殿町1340番地1

侵入防止柵の設置
捕獲研修会
サル生息域調査

126,441 65,764 事業量の減及び入札差金による
（整備事業）

獣害対策
課

4
(2-6)

同上 伊賀市鳥獣害対策協議会
伊賀市上野丸之内116

侵入防止柵の設置
追い払い機材購入
捕獲檻購入
研修会の開催
狩猟免許講習会補助

228,970 238,157 事業量の減による（推進事業）
事業量の増による（整備事業）

同上

5
(2-5)

林道施設災害復旧事業費
補助金
（平成２３年度）

熊野市
熊野市井戸町796

23年災復旧工事
22路線、57箇所

査定設計委託
2路線、3箇所

550,968 486,487 補助事業の執行に伴い、事業に
要する補助額が変更となったた
め。

治山林道
課

6
(2-6)

同上 紀宝町
南牟婁郡紀宝町鵜殿324

23年災復旧工事
2路線、9箇所

査定設計委託
1路線、5箇所

129,833 140,652 補助事業の執行に伴い、事業に
要する補助額が変更となったた
め。

同上

7
(2-4)

養殖施設災害復旧事業費
補助金
（平成２３年度）

鳥羽磯部漁業協同組合
鳥羽市鳥羽4-2360-16

東日本大震災により被害を受けた養殖
施設について、その復旧事業に要した
経費を補助する。

95,117 92,847 補助事業の執行に伴い、事業に
要する補助額の精査による減
額。

水産資源
課

8
(2-5)

同上 三重外湾漁業協同組合
度会郡南伊勢町奈屋浦3番地

同上 95,400 96,012 補助事業の執行に伴い、事業に
要する補助額が変更になったた
め増額。

同上

備考番号 変更の内容及び理由 課（室）名補助金等の名称 補助事業者の氏名及び住所 事業内容
交付決定額

農林水産部 4



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：雇用経済部 (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

1
(1-6)

石油貯蔵施設立
地対策等交付金

四日市市
四日市市諏訪町1-
5

146,357 石油貯蔵施設の
施設に伴って整備
することが必要と
認められる公共用
の施設・設備の整
備に対し補助す
る。

（目的・理由）
石油貯蔵施設の周辺地域に

おける住民の福祉向上を図るこ
とにより石油貯蔵施設設置の円
滑化を図る。
（根拠）
雇用経済部関係補助金等交

付要綱

（政策）
強じんで多様な産業
～地域に活力と雇用

を生み出す産業構造へ
の転換～
（施策）
新しいエネルギー社

会の構築
（目標）
エネルギー政策の総

合的推進

石油貯蔵施設が立
地する市町及び隣接
する市町にとって、消
防設備等の整備は、
多額の経費がかかる
ため、石油貯蔵施設
立地対策等交付金は
不可欠である。

エネル
ギー政策
課

2
(1-91)

バレー構想先端
産業等立地促進
補助金

倉敷紡績株式会社
大阪府大阪市中央
区久太郎町2丁目
4-31

116,069 環境・エネルギー
関連分野の工場の
新設に対して補助
する。
クラボウ三重工

場
業種：プラスチッ

クフィルム製造業

（目的・理由）
環境・エネルギー関連分野の

工場立地に対して設備投資費
を補助することにより雇用の確
保及び地域産業の高度化を実
現する。
（根拠）
三重県企業立地促進条例

（政策）
強じんで多様な産業
～地域に活力と雇用

を生み出す産業構造へ
の転換～
（施策）
三重の強みを生かし

た事業環境の整備と企
業誘致の推進
（目標）
国内外の企業誘致の

推進

本県への企業誘致
を実現するための優
遇措置として補助金
以外の方法での事業
実施は極めて困難で
ある。

企業誘致
推進課

雇用経済部 1



第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：雇用経済部） (単位：千円)

変更前 変更後

1
(2-2)

三重県緊急雇用
創出基金事業市
町等補助金

津市
津市西丸之内23-
1

地域の実情に即
した事業の実施に
より、失業者の雇
用機会の創出を図
る。

126,267 130,399 既交付決定事業数及び事業
費の増

雇用対策課

2
(1)

同上 津市
津市西丸之内23-
1

同上 130,399 122,955 既交付決定事業費の減 同上

3
(2-3)

同上 四日市市
四日市市諏訪町
1-5

同上 124,256 137,756 既交付決定事業数及び事業
費の増

同上

4
(3)

同上 四日市市
四日市市諏訪町
1-5

同上 137,756 114,366 既交付決定事業費の減 同上

5
(2-1)

同上 伊勢市
伊勢市岩渕1-7-
29

同上 102,220 104,076 既交付決定事業数及び事業
費の増

同上

6
(5)

同上 伊勢市
伊勢市岩渕1-7-
29

同上 104,076 100,115 既交付決定事業費の減 同上

7
(6)

同上 伊勢市
伊勢市岩渕1-7-
29

同上 100,115 110,724 既交付決定事業数及び事業
費の増

同上

8
(1-12)

同上 松阪市
松阪市殿町1340-
1

同上 69,930 74,865 同上 同上

備考番号 変更の内容及び理由 課（室）名補助金等の名称
補助事業者の氏名

及び住所
事業内容

交付決定額

雇用経済部 2



第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：雇用経済部） (単位：千円)

変更前 変更後
備考番号 変更の内容及び理由 課（室）名補助金等の名称

補助事業者の氏名
及び住所

事業内容
交付決定額

9
(8)

三重県緊急雇用
創出基金事業市
町等補助金

松阪市
松阪市殿町1340-
1

地域の実情に即
した事業の実施に
より、失業者の雇
用機会の創出を図
る。

74,865 64,070 既交付決定事業費の減 雇用対策課

10
(2-2)

同上 桑名市
桑名市中央町2-
37

同上 98,063 101,206 既交付決定事業費の増 同上

11
(10)

同上 桑名市
桑名市中央町2-
37

同上 101,206 83,931 既交付決定事業費の減 同上

12
(11)

同上 桑名市
桑名市中央町2-
37

同上 83,931 86,609 既交付決定事業数及び事業
費の増

同上

13
(2-6)

同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸1丁目
18-18

同上 137,489 122,862 既交付決定事業費の減 同上

14
(13)

同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸1丁目
18-18

同上 122,862 80,558 同上 同上

15
(2-3)

同上 名張市
名張市鴻之台1番
町1

同上 93,562 99,274 既交付決定事業数及び事業
費の増

同上

16
(15)

同上 名張市
名張市鴻之台1番
町1

同上 99,274 100,542 同上 同上

雇用経済部 3



第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：雇用経済部） (単位：千円)

変更前 変更後
備考番号 変更の内容及び理由 課（室）名補助金等の名称

補助事業者の氏名
及び住所

事業内容
交付決定額

17
(2-4)

三重県緊急雇用
創出基金事業市
町等補助金

志摩市
志摩市阿児町鵜
方3098-22

地域の実情に即
した事業の実施に
より、失業者の雇
用機会の創出を図
る。

188,580 183,836 既交付決定事業費の減 雇用対策課

18
(17)

同上 志摩市
志摩市阿児町鵜
方3098-22

同上 183,836 184,775 既交付決定事業数及び事業
費の増

同上

19
(2-5)

同上 伊賀市
伊賀市上野丸之
内116

同上 188,225 195,157 同上 同上

20
(19)

同上 伊賀市
伊賀市上野丸之
内116

同上 195,157 161,589 既交付決定事業費の減 同上

21
(20)

同上 伊賀市
伊賀市上野丸之
内116

同上 161,589 166,120 既交付決定事業数及び事業
費の増

同上

22
(2-10)

同上 菰野町
三重郡菰野町大
宇潤田1250

同上 73,632 72,410 既交付決定事業費の減 同上

23
(2-6)

同上 玉城町
度会郡玉城町田
丸114-2

同上 146,539 134,024 同上 同上

24
(23)

同上 玉城町
度会郡玉城町田
丸114-2

同上 134,024 141,812 既交付決定事業数及び事業
費の増

同上

雇用経済部 4



第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：雇用経済部） (単位：千円)

変更前 変更後
備考番号 変更の内容及び理由 課（室）名補助金等の名称

補助事業者の氏名
及び住所

事業内容
交付決定額

25
(1)

石油貯蔵施設立
地対策等交付金

四日市市
四日市市諏訪町
1-5

石油貯蔵施設の
施設に伴って整備
することが必要と
認められる公共用
の施設・設備の整
備に対し補助す
る。

146,357 144,327 入札の実施結果に伴う事業
経費及び交付金額の変更

エネルギー
政策課

26
(2-12)

四日市港管理組
合県負担金

四日市港管理組
合
四日市市霞2丁目
1-1

港湾法の規定に
よる港湾管理者の
業務に対する県負
担金を交付する。

1,999,547 1,965,472 四日市港管理組合一般会計
補正予算において、歳出の減
額補正を行ったことに伴い、県
負担金が減額となったため。

三重県営業
本部担当課

27
(2-13)

三重県中小企業
支援センター事
業費補助金

公益財団法人三
重県産業支援セン
ター
津市栄町1-891

支援体制整備事
業、窓口等相談事
業、その他の中小
企業に対する支援
事業に要する経費
を補助する。

101,375 106,855 補助事業の精査による増額
三重県産業支援センターへ

の補助事業にかかる、人事異
動等に伴う人件費の増額

サービス産業
振興課

雇用経済部 5



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：県土整備部） (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外の
方法の可能性

課（室）名 備考

1-1
(1-6)

下水道普 及率
ジャンプアップ事
業補助金

津市
津市西丸之内23-1

80,445 平成7年度から12
年度までの各年度
に実施された市町
村単独事業費のう
ち、平成3年度から
平成7年度までの
単独事業費の平均
値を上回る部分に
係る地方債の元利
償還額の一部を助
成する。
（平成12年度まで
の制度で、新規採
択終了)

（目的・理由）
公共下水道の緊急かつ計画的
な整備を促進することにより、
生活環境の改善を図り、併せて
公共用水域の水質保全に寄与
する。
（根拠）
県土整備部関係補助金等交付
要綱

（政策）
資源循環型社会の構
築
（施策）
水環境の保全
（目標）
生活排水処理施設の
整備率

後年度の元利償還に
対する市町負担の軽
減措置制度であり、
補助金の交付以外の
方法は見当たらな
い。

下水道課

1-2
(1-7)

同上 四日市市
四日市市諏訪町1-
5

88,669 同上 同上 同上 同上 同上

1-3
(1-9)

同上 松阪市
松阪市殿町1340-1

96,471 同上 同上 同上 同上 同上

県土整備部 1



第２－１号様式（条例第６条第４項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：県土整備部） (単位：千円)

変更前 変更後

1-1
(2-2)

広域河川改修費
負担金
(平成24年度）

近畿日本鉄道株
式会社
大阪府大阪市天
王寺区上本町6丁
目1-55

近鉄川原町駅付
近連続立体交差
事業と併せて実施
する三滝川の狭窄
部を解消する河川
改修事業のため、
鉄道橋架け替え工
事に要する経費の
一部を負担する。

413,000 428,000 鉄道橋架け替えの事業促進
のため、事業費を増額したも
のである。

河 川 ・ 砂
防課

備考番号 変更の内容及び理由 課（室）名補助金等の名称
補助事業者の氏名

及び住所
事業内容

交付決定額

県土整備部 2


